
（別紙様式２－２）                                                 （特別支援学校用） 

（熊本県立松橋支援）学校 平成２６年度学校評価表 

１ 学校教育目標 
一人一人の児童生徒を大切にし、それぞれに応じたきめ細かで専門性の高い教育及び地域等と

の連携により、個性が輝き、生き生きと活動する子どもの姿を実現する。 

 

２ 本年度の重点目標 

（１）氷川分教室の教育活動の推進 
（２）知肢併置校としての教育の発展 
（３）個に応じた指導及び支援の充実 
（４）専門性の向上 
（５）人権教育の推進及びいじめ防止へ向けた体制の確立 
（６）学校安全及び緊急対応に関する取組の推進 
（７）進路指導の充実 
（８）寄宿舎と学校の連携 
（９）地域に根ざした教育活動の推進及び地域支援ネットワークの充実 

 

３ 自己評価総括表 

評価項目 
評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 

大項目 小項目 
 
学校 
経営 
 

職員が児
童生徒と
向き合う
時間を確
保する。 

諸会議の効率化 会議資料の 80
％を事前に配
付する。 

運営委員が中心
となり、各担当者
と連携して取り
組む。また、ゆう
ネットの連絡等
を活用する。 

Ｂ 

職員会議資料、各種
委員会の資料を事前
配付した。ゆうネッ
トを活用した連絡も
進んだ。今後、諸会
議の精選が必要であ
る。 

氷川分教
室の教育
活動を推
進する。 

氷川分教室の生
徒募集 

氷川分教室の
受検希望者を
１５人以上に
する。 

高等部氷川分教
室説明会を実施
し、教育活動につ
いて周知する。 Ｂ 

高等部氷川分教室説
明会を２回実施し、
中学校を訪問し、教
育活動について周知
を図った。10人を越
える志願があった。
今後も継続した取組
が必要である。 

 
授業 
の充実 
 

個に応じ
た指導の
充実を図
る。 
 

各教科、領域・
教科を合わせた
指導、自立活動
についての授業
改善 

すべての教師
が日々の授業
改善への意欲
を持つ。 

各ツールや授業
研究会等を効果
的に活用して、互
いの授業を理解
し、振り返り、授
業改善につなげ
る。 

Ｂ 

各グループでモデル
ケースによる研究を
行い、ツールや授業
研究の工夫により授
業改善につなげられ
た。今後、全教科や
全児童生徒に広げる
ことと、教育課程の
検討につなげること
が課題である。 

新学習指
導要領と
児童生徒
の実態に
応じた教
育課程編
制のシス

適切な児童生徒
の実態把握と目
標の設定 

全児童生徒に
ついて客観的
な実態把握に
基づく目標設
定を行う。 

ＣＲＴ（学力検
査）や指導内容チ
ェックリスト、自
立活動実態把握
表を用いて実態
を把握し、目標設
定を行う。 

Ｂ 

ＣＲＴや指導内容チ
ェックリスト、自立
活動実態把握表、実
態把握関連図等を用
いたことで、より細
かな実態把握と根拠
のある目標設定を行
えるようになった。 



テムづく
りを行
う。 
 

一貫性・系統性
のある指導内容
の選定と活動内
容の設定 

全学部におい
て適切な指導
内容の選定と
活動内容の設
定を行う。 

個別の指導計画
や指導内容表の
作成・活用、児童
生徒の反応（授業
研究）を通して指
導内容表や年間
指導計画の見直
しを行う。 

Ｂ 

指導内容表を指導目
標一覧表として整理
し直すことで、実態
の異なる一人一人の
児童生徒に応じた指
導内容の設定や活動
内容の設定を行える
ようになった。 

学習効果を高め
る指導形態、妥
当性のある授業
時数等の設定 

全学部につい
て適切な指導
形態・授業時
数等を設定す
る。 

年間指導計画（指
導の実際）や指導
の記録等のツー
ルを用いて、適切
な指導形態・授業
時数等を検討す
る。 

Ｂ 

検討のための十分な
時間の確保ができな
かったが、年間指導
計画等を用いて指導
内容や授業時数を記
録することで検討に
必要な資料を整備す
ることができた。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

進路に関
する支援
体制を強
化する。 
 
 

現場実習・体験学
習の効果的な実
施と進路の充実 
 
 

高等部では、年
２回の現場実
習、体験学習を
実施する。必要
に応じて臨時
の現場実習に
取り組む。 

キャリアサポータ
ーとも連携し、職場
開拓、進路相談や支
援体制の充実を図
り、生徒一人一人の
ニーズに合った現
場実習、体験学習が
実施できるように
する。 

Ｂ 

現場実習・体験学習
では、生徒の希望に
添った実習先を開拓
し、早めの見極めを
行うことができた。
キャリアサポーター
と連携して情報を共
有できた。学年間で
さらに共有すること
が必要である。 

卒業生ア
フターケ
アの充実
を図る。 

離職者を出さな
い、進路支援・ア
フターケアの推
進 
 
 

昨年度卒業生
のアフターケ
アの実施と過
年度卒業生の
情報を把握す
る。 

就労先への巡回相
談を計画的に行
う。離職を未然に
防ぐため、就職先
や就労支援機関と
のネットワークを
密にしたアフター
ケアを実施する。
また卒業生行事を
企画し、悩みや状
況を把握する。 

Ｂ 

アフターケア担当が
計画的に実施し、過
年度卒業生の情報を
学部で共有できた。
今後も支援機関との
密なネットワークが
必要である。また、
卒業生等からの相談
が多くなり、状況把
握を密にすることが
必要である。 

生徒 
（生活） 
指導 

児童生徒
行方不明
時におけ
る捜索体
制の確立
と登下校
時の安全
を確保す
る。 

緊急捜索体制の
整備 
通学路の安全点
検と登下校指導
の徹底 

職員の役割の
明確化と、危
機管理意識付
けを推進す
る。 
定期的に登下
校指導を実施
する。 

長期休業毎に捜
索訓練とマニュ
アル確認を行う。 
学期はじめの登
下校指導及び毎
週金曜日の下校
指導を実施する。 

Ｂ 

計画通りに捜索訓練
を実施し、職員の役
割分担を確認・徹底
することができた。 
登下校指導について
は定期的に実施し、
その都度必要な指導
を実施したことで、
大きな事故等を防ぐ
ことができた。 

交流及び
共同学習
を積極的
に推進す
る。 
 

学部、地域の実
態に応じた交流
活動の実施 

相互に理解を
深め共に学ぶ
ことができる
交流及び共同
学習を実施す
る。 
小中学部にお
いて居住地校
交流を積極的
に実施する。 

交流及び共同学
習推進委員会を
開催し計画的に
実施する。実施後
は反省を行い成
果や課題を明確
にする。 
保護者と連携し
事前・事後指導を
丁寧に行う。 

Ｂ 

昨年度の反省を生か
し、学部ごとに児童
生徒の実態に合わせ
た取組を行うことが
できた。事前に行う
交流先との話し合い
や保護者との連携に
ついても、余裕のあ
る計画で、細かく行
うことができた。 



 

人権教
育の推
進 

人権に対
する知識
や実践的
指導力の
向上を目
指した研
修の充実
と、人権
教育に関
する指導
の充実を
図る。 
 

職員の人権に対
する意識の向上 

校内研修や校
外研修を計画
的に実施す
る。 

校内研修では、人
権レポートを作
成し、自分の人権
意識を見直すと
ともにグループ
でレポートにつ
いて発表し合い、
お互いの人権感
覚を高め合うよ
うにする。 
校外研修に参加
した職員は内容
を報告し、全体で
共有できるよう
にする。 

Ｂ 

人権レポート作成に
全職員が取り組むこ
とができた。グルー
プ研修では、参加で
きなかった職員がい
たので、工夫の必要
性があるが、お互い
の取組の報告をし合
い、意見交換をする
ことができた。 
校外研修については
、研修の内容を紙面
で回覧した。来年度
はより工夫をしてい
きたい。 

各学部における
、人権教育に関
する授業実践 

各学部で、人
権に関する授
業を実施する
とともに、内
容について検
討する。 

各学部で実施し
た授業について、
人権教育推進委
員会を中心に検
討し、学校全体で
内容等について
共有できるよう
にする。 

Ｂ 

各学部の取組につい
て、人権教育推進委
員会の中で報告し合
うことはできたが、
内容等についての検
討を十分に行うこと
はできなかった。 

学校、家
庭・地域
社会にお
ける啓発
活動を推
進する。 

家庭や地域への
人権教育に関す
る内容の啓発 

家庭や地域に
対して、適切
な情報提供を
行う。 

学級通信や広報
誌等で、学校の取
組を知らせる機
会を持つように
する。また、全校
クリーンタイム
や交流及び共同
学習、販売学習等
を通して地域の
方と触れ合う機
会を持つように
する。 

Ｂ 

学級通信や広報誌等
で人権教育に関する
児童生徒の取組を積
極的に知らせること
ができた。 
また、交流及び共同
学習等では、各学部
で地域の方や近隣の
学校とかかわりを持
つことで互いの良さ
を知り合う機会を持
つことができた。 

いじめ
の防止
等 

いじめ問
題の早期
発見と早
期対応を
実施す
る。 

 

各学部、学科の
実態に応じたい
じめに関するア
ンケートの実
施。 

アンケート結
果を基にした
児童生徒の実
態把握と早期
介入を実施す
る。 

定期的にいじめ
に関するアンケ
ートを実施する。
問題事案が生じ
た場合は学部等
を中心に組織的
に対応を検討す
る。 

Ｂ 

学部学科の状況に応
じて定期的にアンケ
ートを実施し、児童
生徒の実態把握を行
うことができた。気
になる事案について
も直ちに担任が対応
することができた。 

学校総体
としてい
じめ防止
の取組を
実施す
る。 
 
 

外部の専門相談
員を交えたいじ
め防止対策推進
委員会を組織す
る。 

児童生徒が相
談しやすい体
制を整え、い
じめ防止の取
組を推進す
る。 

校内におけるい
じめ相談員を７
名選出するとと
もに、各学期１回
いじめ防止対策
推進委員会を開
催し、必要に応じ
た協議を行う。 

Ｂ 

計画通りに委員会を
開催し、必要な情報
交換を行うことがで
きた。今後もいじめ
の未然防止や早期発
見を意識しながら、
必要と思われる取組
を検討したい。 



 

 
地域 
支援 

特別支援
教育に関
する校内
・外での
理解啓発
を図る。 
 

各種研修会の実
施 

宇城地域特別
支援教育セミ
ナーの参加者
を 230 人以上
にする。 

教育事務所、各市
町特別支援連携
協議会と連携し、
計画・運営にあた
る。 

Ａ 

当日は、236名の一般
参加があった。アン
ケート結果より大変
好評との評価を受け
た。 

一人一人
の教育的
ニーズの
把握に基
づいた支
援を行
う。 

巡回相談及び教
育相談の実施 

巡回相談及び
教育相談に可
能な限り応じ
る。 

特別支援教育コ
ーディネーター
を中心に、ケース
に応じて関係機
関と連携しなが
ら対応する。 Ａ 

１月末までに50回の
巡回相談を行った。
校内支援だけでなく
、保護者支援におい
ても学校・関係機関
と連携して支援に当
たった。ほとんどの
ケースをコーディネ
ーターが担当したの
で、相談に対応でき
る人材育成が課題で
ある。 

 
保健安
全指導 
 
 

医療的ケ
アの適切
な実施を
推進する。 
 

実施要項に基づ
いた適切な実施 

医療的ケアに
関する事故を
絶対に起こさ
ない。 

ほほえみ連絡会等
での共通理解と安
全対策マニュアル
の確認及び改善を
行う。 

Ａ 

連絡会や登校前の担
任と看護師との確認
等の充実でヒヤリハ
ットとなるような事
故はなかった。次年
度対象児童生徒に対
応できる医療的ケア
体制の、早期検討が
必要である。 

緊急対応
に関する
取組の充
実を図る。 

緊急対応につい
て職員の意識向
上 
 

日常的な点検
と、対応マニ
ュアルを確認
する。 

防災避難訓練の充
実及び各学部にお
いて緊急時シミュ
レーションを実施
する。 

Ｂ 

定期的な防災避難訓
練は内容を充実して
行うことができた。
次年度は学部毎の緊
急シミュレーション
の充実を図る。 

情報教
育 
 
 

地域情報
紙やホー
ムページ
による情
報発信を
する。 

児童生徒や保護
者、地域へ向け
た十分な情報発
信 

定 期 的 に 保
護 者 や 外 部
へ 向 け て 積
極 的 に 情 報
提供をする。 

地域情報紙を年
１ ０ 回 発 行 す
る。また HP を適
宜更新するとと
もに、新たな HP

への移行を実施
する。 

Ａ 

地域情報紙を予定ど
おり発行し、新たな
ホームページへの移
行もスムーズに実施
できた。今後も、更
に内容を充実させ、
効果的な情報発信を
行っていきたい。 

校内にお
ける電子
情報の保
全を図
る。 

電子情報保全対
策の整備 

電子情報保
全に関する
校内向け資
料を作成し
職員へ周知
徹底する。 

電子情報保全に
関するガイドラ
インや著作権に
ついて、校内研
修等をとおして
職員へ周知す
る。 

Ｂ 

職員向け資料を作成
し、研修を２回おこ
なった。著作権につ
いては、更に研修内
容を充実させ、職員
間の意識向上を促し
ていく必要がある。 

寄宿舎
指導 

児童生徒
一人一人
の健康の
維持・増
進をす
る。 
 

児童生徒の健康
状態把握の徹底 
日々の健康観
察、行動の変容
等の客観的な判
断 

日常の健康チ
ェックを徹底
する。定時検
温、食事、睡
眠を確認し記
録をベースに
連携を図る。 

必要に応じて保
護者、担任、養護
教諭への情報提
供を行う。 
 

Ａ 

日々の健康観察や検
温、睡眠、食事等の
記録を徹底すること
で、生徒の体調の尐
しの変化に気付き、
早めに対応すること
ができた。 



 

 学部、保
護者、地
域とのつ
ながりを
強化す
る。 

寄宿舎行事の充
実 
 
 
 
 

夏まつり、も
ちつき大会、
防災訓練を実
施する。 
 
 

生徒が企画し、チ
ラシ等で地域へ
の呼びかけを行
う。 
地域の消防団に
訓練参加を依頼
する。 

Ａ 

夏まつりでは豊川保
育園、もちつき会で
はもちつき保存会の
方、防災訓練では地
域の消防団の方に来
て頂き関わりを持つ
ことができた。また
周辺散策を実施する
度に顔を覚えてもら
い挨拶や言葉を交わ
すことができるよう
になった。 

各学部との連携
及び保護者への
理解啓発 

学舎連絡会を
実施する。 
保護者への寄
宿舎における
指導・支援の
理解啓発を図
る。 

ビデオを活用し、
保護者会で寄宿
舎の普段の生活、
支援の内容への
理解を深める。 Ａ 

２学期始めの保護者
会でビデオを観て頂
いたことで、普段の
寄宿舎での生活を知
って頂くことができ
た。また夏季休業中
に学舎連絡会を実施
し共通理解を図るよ
い機会になった。 

 

４ 学校関係者評価 
○進路指導では就労に力を入れて実績を出している。卒業後の進路先でミスマッチや対人関係が

うまくいかずに辞めるケースが多いのではないか。職場の同僚に理解してもらうよう、足を運
んで職場の人と卒業生をつなぐことが大切である。 

○最優秀賞はじめ、さまざまな受賞は素晴らしい。児童生徒の持っている力が指導により全開し
たようである。 

○児童生徒の活躍では、高校駅伝や合唱など新しいことへのチャレンジが良かった。 
○学校が活性化したと思う。熱心に一人一人の実態を見つめ、一生懸命に取り組んでいる。研究

は来年度からも実績を基にもう１ステップがんばっていただくと素晴らしい学校になる。 
○関係機関と積極的に連携し、子どもの個性や能力を育てることが子どもの幸せにつながる。マ

イナス点も見逃すことなく取り組んでほしい。 

 

５ 総合評価 
授業の充実を図るため、昨年度に引き続き文部科学省の研究指定を受け、全校で研究に取り組

み、職員の授業改善や専門性向上への意識が高まった。実態把握の充実及びツールの活用による
根拠のある指導目標、指導内容の設定、ＰＤＣＡサイクルによる個別の指導計画を活用した授業
改善、さらに教育課程編成につなぐシステムの検討ができた。２月に実施した研究発表会には県
内外から１６２人の参加があり、２年間の研究成果を発表できた。 

進路指導においては、アフターケア担当者が計画的に卒業生の進路先を訪問して、関係者との
情報交換や卒業生への現状の聞き取りやサポートを行うことにより、職場や相談支援機関と連携
して職場定着に一定の成果が見られた。継続した取組が必要である。 

今年度、高等部氷川分教室が開設された。中学生を対象にした説明会を実施するとともに地域
の中学校等を訪問して教育課程や施設設備等について説明し、生徒募集に努めた。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
（１）授業の充実において、２年間の研究で得られたツールや授業研究の方法を活用してさらに

授業研究を深める。また、外部専門家等を活用した研修の実施により専門性の向上を図る。 
（２）進路指導において、在校生の多様な希望に応える進路指導の充実に加え、アフターケアに

継続して取り組み、卒業生の進路先での適応を図る。 
（３）高等部氷川分教室においては、３年間を見通した教育の充実を図るとともに、中学生を対

象にした説明会及び中学校等を訪問しての説明に継続して取り組み、入学志願者の増加を目
指す。 

（４）教育環境の整備に努めるとともに、さまざまな非常事態を想定し、危機管理委員会を中心
に緊急時の対応や災害への備え、職員研修等に取り組むことにより、安全安心な学校作りに
努める。 

 


